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地方小都市における家庭系ごみの排出実態調査と

原単位に影響する要因に関する研究

関 戸 知 雄 *・土 手 裕 * ・吉 武 哲 信 *

【要 旨】 本研究では，ごみ排出原単位の大きく異なる宮崎県の 2つの小都市を対象にフィールド調査

を行い，ごみ発生抑制に対する行動や，可燃ごみ組成，ごみ袋重量を調査し，ごみ発生量に影響を与え

る要因について検討を行った。生活系ごみの中でも大きな割合を占める可燃ごみを中心に調査を行った

ところ，自家処理実施割合や可燃ごみ袋あたりの重量，排出個数が異なることがわかった。調査結果を

もとにした可燃ごみ排出原単位は両町で異なった。可燃ごみ排出原単位を外的基準とした数量化理論 I

類を用いた解析では，自家処理の影響が両町で異なることが示され，特に庭ごみの自家処理が可燃ごみ

排出原単位の差に寄与していることがわかった。以上より，ごみの排出抑制のためには地方小都市の特

徴を生かして，庭などがある家では家庭菜園を行い生ごみを堆肥として用いる等，積極的に自家処理を

進めることが効果的である。
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1．は じ め に

近年，環境保全や資源の有効利用の観点から，循環型

社会の形成が求められている。2000 年に制定された循

環型社会形成推進基本法では，循環型社会を「大量生

産・大量消費・大量廃棄型社会」に代わる，「リデュー

ス (発生抑制)」，「リユース (再使用)」，「リサイクル

(再生利用)」の 3R を行動指針とした社会の形成を求め

ている。このこともあり，発生した家庭系廃棄物は熱処

理や資源化により減量・有効利用され，近年最終処分量

は大幅に減少している。一方，1人 1 日あたりの生活系

ごみ排出量 (原単位) は 2007 年度に平均 768 g1)であり，

この数値はここ十年間で減少してきてはいるが依然高い

水準を保っている。

ごみ排出原単位は全国の自治体ごとに見ると大きく異

なる。たとえば宮崎県の地方小都市である都農町は 401

g/人/日 (2007 年度) であり全国平均の約 6割だが，同

様の年齢構成や産業を有する南郷町 (現日南市南郷町)

は 727 g/人/日と全国平均に近い1)。このような違いの

原因や影響を与える要因について検討を行うことは，ご

み発生抑制施策提言のために重要である。

吉澤ら2)は，資源ごみの排出原単位に影響を与える要

因について全国自治体に対するアンケートを実施し，品

目によってはステーションあたりの人口や有料化の有無

により原単位の差が見られたが，多くの品目は有意な差

がなかったとしている。一方，苗3)は首都圏の市町村を

事例とした研究を行い，資源ごみの分別方法や収集頻度

などの廃棄物政策がリサイクル率に影響を与えると結論

した。

しかし，ごみの発生抑制のためには資源ごみのみでは

なく，その他のごみも含めた排出原単位に対する研究が

必要である。都市ごみの排出原単位に関する研究では全

国自治体の統計データを用いた研究が多く行われている。

Yamakawa4)らは，有料化制を行っている自治体のデー

タを用いてごみ排出原単位をモデル化し，有料化の方法

によってごみ削減効果が異なることを明らかにした。ま

た笹尾5)も全国の市のデータを用いて同様にごみ排出原

単位をモデル化し，農業都市と工業都市によって影響を
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与える要因が異なっていることを明らかにした。一方，

栗島6)による長野県の分析では，排出原単位は農村部や

都市部といった地域特性とは関係がないことを述べ，事

業系ごみ混入の影響を考察している。呉ら7)は，全国自

治体の統計データや調査データより可燃ごみ収集量推定

モデルを作成し，一次産業就業人口構成比やコンポスト

容器の助成，事業系ごみの混入などが収集量に影響を与

えることを明らかにした。天野8,9)も全国自治体に対す

る調査を行い，収集回数や有料化方法，事業系ごみの混

入等がごみ発生原単位に影響を及ぼすと述べている。

しかし前述した宮崎県の例のように，産業構造，人口

などの地域特性や廃棄物処理政策 (分別方法等) が似て

いても，ごみ排出原単位が大きく異なる自治体があり，

個別の事例をみると必ずしも過去の研究結果が当ては

まっていない。渡辺10)も同様の点を指摘し，ごみ排出原

単位に関する研究で全国の統計データを用いる時の注意

点をまとめ，市町村よりも小さい単位での分析が必要で

あること，また天野8)も最終的な政策提案に結びつける

ためには，都市ごとの詳細な調査が必要であるとしてい

る。小泉ら11)は東京都区部という地域特性の類似した地

域を対象にごみの排出実態を調査し，数量化理論 I〜III

類を用いて，職業，世帯の男女構成，世帯人数の原単位

への影響を明らかにしている。一方，田畑12)らは地方都

市を対象にした調査で，自家処理のごみ排出原単位への

影響を調査しているが，自治体間のごみ排出原単位の違

いは注目していない。

このように，ごみ排出原単位への影響の要因について

は多くの研究がされているが，地方小都市間でごみ排出

原単位を比較し，影響を与える要因の違いを明らかにす

る研究は不十分である。本研究は，2つの地方小都市を

対象として詳細なフィールド調査を行い，ごみ排出原単

位を推定した。また，ごみ排出原単位の差が生じる要因

について検討を行うことで，ごみ発生を抑制する地方小

都市でのライフスタイルについて提案をした。

2．研 究 方 法

2. 1 調査対象地域

調査対象の自治体として，人口規模がほぼ同じで，ご

み排出原単位が異なる 2つの自治体 (宮崎県都農町，宮

崎県南郷町 (現日南市南郷町)，以下それぞれ A町，B

町とする) を選択し，フィールド調査を行った。調査対

象自治体の概要を表 1 に示す。両町は，いずれも人口約

1万人の地方小都市である。産業構成は，A町は B町に

比べて 1次および 2次産業割合がやや高く，3次産業割

合が低い以外は，ほぼ同様の構成である。可住地人口密

度は A町の方が低い。家庭系ごみの分別方法は資源ご

みの定義がやや異なり，A町は PET ボトル以外の容リ

プラを資源ごみとし，B町は可燃ごみとしている。両町

とも指定有料袋制によりごみの収集を行っており，可燃

ごみは，A町では大小 2種類 (10枚入り 45 L (315 円)，

20 L (210 円)) の袋，B 町では大中小 3 種類 (10 枚入

り 45 L (400円)，30 L (300円)，25 L (200円)) の袋が

指定されている。

環境省により発表されている両町の生活系ごみ発生原

単位 (2007 年度)1)を図 1 に示す。A町は生活系ごみ排

出原単位が 401 g/人/日であり，県の平均 (685 g/人/

日) を大きく下回っている。ただし，A 町では事業系
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注 24.73.0可住地人口密度 (人/km2)

A町 B町 備考

注 1：宮崎県統計調査情報データベース (http : //www.pref.miyazaki. lg. jp/contents/org/honbu/toukei/db/index.html)
より 2008 年 3月のデータ

注 2：総務省統計局「平成 17 年国勢調査報告｣10)

表 1 調査自治体概要

資源ごみ
(金属，ペット，衣類，粗大ごみ，古紙)

(週 1回)

資源ごみ
(PET 以外の容リプラ，金属，ペット，

衣類，粗大ごみ，古紙) (週 1回)

注 2

2529

産業就業者割合 (%) 1825

5645

世帯数 (戸)

2.72.8世帯あたり人数 (人/戸)

可燃ごみ (週 2回)可燃ごみ (週 2回)

ごみ分別種類 (収集頻度)

不燃ごみ (週 2回)不燃ごみ (週 1回)

粗大ごみ (自己搬入)粗大ごみ (自己搬入)

三次産業

二次産業

一次産業

注 111,11211,499人 口 (人)

注 14,1874,116



ごみと生活系ごみを区別せずに町が収集しており，この

原単位には事業系ごみも含まれていると思われる。B町

は生活系ごみ排出原単位が 729 g/人/日であり，県の平

均より大きい。また，B町では許可業者による事業系ご

みの収集を行っているが，小さな商店などから排出され

るごみの生活系ごみへの混入は否定できない。図 1 に示

すように，大きく排出原単位が異なるごみは可燃ごみで

あり，資源ごみ，不燃ごみの排出原単位はほぼ同じで

あった。そこで本研究では，家庭から排出されるごみの

うち可燃ごみを中心に調査を行った。

2. 2 ごみ組成調査方法

両町の可燃ごみ組成の違いを明らかにするために，可

燃ごみの物理組成を調査した。調査は季節変動を考慮し

て，それぞれの町で 2008 年 11 月，2009 年 2 月，2009

年 7〜8月の計 3回行った。収集区域は 3回とも同じで

あり，この区域には 2. 4 で述べる住宅部，農村部のいず

れの地域も含まれている。収集されたパッカー車 1台分

の可燃ごみから，積載量の約半分のごみを水分の流出を

防ぐためにブルーシート上に取り出した。そこから，破

袋されていない約 20〜30 袋を無作為に取り出し，生ご

み，紙，木，プラスチック，発泡スチロール，布類，そ

の他に手選別により分類した。なお，いずれの調査時で

も事業系ごみと判断できるごみは見られなかった。

2. 3 ごみ袋重量調査

可燃ごみ袋 1 つあたりの重量を調査した。A 町は

2008 年 11月，2009年 3月，2009年 7月，B町は 2008

年 10月，2009年 3月，2009年 8月に行った。2009年 3

月，2009年 7月，2009年 8月は，ほぼ同じ場所でかつ

連続する異なる曜日で調査を行った。いずれも調査対象

日の午前中にステーションに排出された可燃ごみの袋重

量をはかりで測定した。1回の調査で測定できた袋数は，

A町は 139〜426 個，B町は 371〜586 個であった。調査

は，地域特性を考慮するため，住宅部と農村部に分けて

行った。すなわち，A町およびB町では，それぞれ 41，

17ヶ所の町丁字名 (A 町および B 町以下の住所表記)

ごとに人口密度を計算し，400 人/km2より多い地域を

住宅部，少ない地域を農村部として分けた。基準とした

人口密度の明確な根拠はないが，住宅部はほぼ JR駅周

辺の商店街や団地のある地域，農村部は農地や山林の多

い地域となり，印象としてそれぞれの地域特性に分かれ

たと考えられた。計算の結果，住宅部および農村部の人

口割合は A 町が 49.7%，50.3%，B 町は 72.2%，27.8%

であり，B町の方が住宅部人口割合が大きい。

2. 4 アンケート調査

調査は，2008 年 12月〜翌年 1月にかけて，各戸訪問

による調査 (訪問調査) により実施した。調査内容を表

2 に示す。訪問調査は，住宅部，農村部に分けて行い，

いずれも 2. 3 で述べた人口割合に近い割合 (A 町 279

世帯=住宅部 152 世帯+農村部 127 世帯，B 町 302 世

帯=住宅部 232世帯+農村部 70世帯) になるように訪

問した。

2. 5 数量化理論 I類による解析

両町の可燃ごみ排出原単位差を生じさせている要因を

明らかにするために，数量化理論 I 類を用いて分析を

行った。数量化理論 I 類は，目的変数に対して，要因 (ア

イテム) が与える影響の大きさを明らかにする手法であ

る。目的変数は，ごみ袋重量調査およびアンケート調査

より得られたデータをもとに計算した各世帯の 1 人あた

りの可燃ごみ排出重量原単位とし，以下の式より求めた。

地方小都市におけるごみ排出実態調査と原単位に影響する要因

― 15 ―

245

図 1 生活系ごみ排出原単位 (2007 年度)

世帯人数，年齢構成，職業，住宅タイプ世帯特性

ごみ袋排出個数ごみ排出行動

自家処理の有無，自家処理方法自家処理

食品を使い切る，包装紙を断る，詰替用品を使う，お茶など飲料水を自分で作る，買い物袋
を断る，リターナブル瓶を使う，家電製品は修理して使う，買い物は小売店で行う

ごみ排出抑制に関する行動

内 容項 目

表 2 アンケート調査項目



hk=∑ i(ak, i×bj
i)÷ck (1)

ここで，
hk：世帯 k 1 人あたり可燃ごみ排出原単位 (kg/人/週)
ak,i：アンケート調査により得られた世帯 kのサイズ iの

袋排出個数 (袋/週)
bj

i ：袋重量調査より得られた地域 jで排出されるサイズ
iの袋の平均重量 (kg/袋)

ck ：世帯 kの世帯人数 (人)
i ：袋サイズ (A 町は大，小の 2 種類 (i=1,3)，B 町

は大，中，小の 3種類 (i=1,2,3))
j ：地域 (A 町住宅部，A 町農村部，B 町住宅部，B

町農村部の 4種類 ( j=1,2,3,4))

解析は両町とも住宅部と農村部に分けて実施した。用

いた説明変数は 4. 1 で後述する。解析はエクセル統計

2006 ((株)社会情報サービス) を用いて行った。

3．研究結果と考察

3. 1 組成調査結果

図 2 に可燃ごみ組成調査結果 (湿重量割合) を示す。

両町ともに，生ごみの組成が約 50%と大きな割合を占

めた。後述するように，B町は A町に比べて漁業従事

世帯が多いが，B町の組成には漁業由来の廃棄物は見ら

れず，海産物の残渣 (貝殻，内臓等) も両町で顕著な差

は見られなかった。可燃ごみ中プラスチックの割合は，

平均すると A町 6.7%，B町 12.6%で B町の方が大きい。

B町では PET以外のプラスチックを可燃ごみに分類し

ているため，A町に比べて割合が大きくなったと考え

られる。また，紙の割合は平均で A町，B町それぞれ

22.2%，16.8%と A町の方がやや大きい。ごみを観察す

ると，A町では生ごみを新聞紙に包んで廃棄している

家庭が多く，このため B町に比べて紙の割合がやや大

関 戸 知 雄・土 手 裕・吉 武 哲 信
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図 2 ごみ組成調査結果 (湿ベース)

※ エラーバーは標準偏差を表す
※※ **，* はそれぞれ住宅部と農村部間で有意差 1 %， 5 %の有意差があることを示す

図 3 袋あたり重量調査結果



きくなったと考えられる。また，草・木類の重量割合は

A町，B町それぞれ 2.1%，12.6%と A町の方が小さい。

後述するように，庭ごみを自家処理している世帯割合が

B町よりも A町の方が高かったことが原因の一つと考

えられる。

全体的には A町と B町による違いは，草・木類の割

合以外は大きな違いはなかった。また，今回の調査では

大きな季節変動は見られなかった。

3. 2 ごみ袋あたり重量調査結果

ごみ袋あたりの重量調査結果を図 3 に示す。いずれの

町でも，袋の大きさが小さくなるにつれて重量も小さく

なった。袋サイズごとの重量の平均値について，農村部

と住宅部の平均値の差を検定 (t検定) したところ，図

3 に示したように両町ともに有意な差が見られたケース

は少なかった。

また，季節別の袋あたり重量の平均値を計算し検定を

行ったが，有意差 5%で差は見られなかった。田畑ら12)

は，ごみ排出原単位は夏季に大きく冬季に小さくなり，

季節により変動するとしている。A町，B町でも同様に

不要品の発生に季節変動があるとすれば，家庭からのご

み排出量が少ない時期は，頻度を減らして排出が行われ

ている可能性が示唆される。

春および夏の調査では，異なる曜日での調査を行って

いる。両町とも平均すると月曜日のほうが平均して 1.1

倍袋重量が大きかった。これは，排出までの日数が月曜

日は 4日間，木曜日が 3日間と異なるためだと考えられ

るが，その重量割合は 4：3 ではなく，単純に日数の違

いのみが原因とはいえない。

3. 3 アンケート調査結果

3.3.1 世帯基本特性

表 3 に調査した世帯の平均世帯人数を示す。A町は B

町よりもやや世帯人数が多い傾向にあった。両町とも統

計データ (表 1) と比較して大きな差はないと判断した。

図 4 に年齢構成を示す。いずれも，60歳以上の割合

が約 40%であり，両町とも高齢化が進んでいることが

うかがえる。

図 5に調査した世帯の住宅タイプを示す。いずれの町

も，住宅部では集合住宅の割合が多くなっており，農村

部では庭付きおよび庭なし一戸建て住宅の割合が大きい。

また，B町は A町に比べて庭なしの一戸建て住宅の割

合が多い。統計データ (総務省統計局「平成 17 年国勢

調査報告」) によると，両町の一戸建て住宅の割合 (庭

付き，庭なしの区別なし) はそれぞれ 87.3%，86.8%で

あった。住宅部と農村部の回答を合計して一戸建ての割

合を計算すると，A 町は 75%，B 町は 83% となり，A

町では統計データ (87.3%) とやや異なっていた。

図 6 に調査した世帯の職業の割合を示す。アンケート

では共働き等，所得を得ている家族が複数いる場合は，

地方小都市におけるごみ排出実態調査と原単位に影響する要因
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1.361.462.861.461.40農村部

A町 B町

(単位：人)

表 3 アンケート調査対象世帯人数

合計女性男性合計女性男性

2.711.421.282.721.421.30住宅部

2.81

図 4 世帯年齢構成

図 5 住宅タイプ割合

図 6 世帯職業割合



この質問に対する複数箇所への回答を可とした。図では

各職業従事者の人数を全職業従事者回答者数合計で割っ

て割合を示した。両町のいずれも，会社員等の割合が最

も多い。B町では漁業従事者の世帯が多い。

3.3.2 ごみ袋排出個数

図 7 に，1 人あたり排出ごみ袋個数を示す。A町では，

可燃ごみ大袋が小袋より排出個数が多い。B町は農村部

で中袋の排出個数が他の袋の種類よりも多い以外は，A

町と同様に袋のサイズが大きいほど排出個数が多くなっ

ている。住宅部と農村部の平均値の差について検定を

行ったところ，A町では可燃ごみ袋排出個数に有意な

差はなかった。一方 B町では，可燃大，中袋について

有意水準 5%で違いが見られたが，その大小は大，中袋

で逆になっている。

3.3.3 ごみ自家処理

図 8 に自家処理についての回答結果を示す。ごみの自

家処理を行っている世帯割合は，住宅部よりも農村部の

方が A町で約 1.7倍，B町で 2.3倍高い。これは庭など

の自家処理可能な場所や家と家の間隔が農村部の方が大

きいことが原因だと考えられる。B町では A町に比べ

て自家処理を行っている世帯割合が少なかった。家庭で

の不要物発生量が同じであれば，自家処理を行うとごみ

排出原単位は小さくなる。A町と B町で排出原単位が

異なる理由の一つとして，自家処理の割合が異なること

が考えられた。

図 9に自家処理別の世帯割合を示す。世帯割合は，調

査世帯に対する割合で，複数回答も含まれている。アン

ケートでは頻度にかかわらず行っているか否かを聞いた。

なお，堆肥化とはコンポスト容器を用いて堆肥を作って

いる世帯のみではなく，家庭菜園のために庭にすき込ん

でいると回答した場合も含む。このため，庭に埋めてい

ると回答した世帯との単純な区分は明確ではない。また，

電気処理とは電気式生ごみコンポスト機のことを示す。

この図より A町では，生ごみを庭に埋めている世帯

の割合が他の方法に比べて多く，次いで木・紙の焼却あ

るいは堆肥化を行っている世帯が多いことがわかる。特

に農村部では約 50% の世帯が生ごみの庭埋めを行い，

約 40%の世帯が紙，木の焼却を行っている。B町では，

生ごみ庭埋めは 10〜20%と A町に比べて割合が小さい。

ただし，庭でのごみの焼却は，農業で発生する廃棄物の

焼却などの一部の例外を除いて「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」で禁止されている。したがって，たとえ

ごみの発生抑制になるとしても，焼却せずに庭に埋める

などの方法をとるように広報活動などで促すことが重要

だろう。

3.3.4 ごみ発生抑制に関する行動

ごみ発生抑制に関する行動に対する質問の回答を図

10 に示す。アンケートでは複数回答を可とし，行って

いる頻度に応じて，よく行う，ときどき行う，たまに行

う，まったく行わないに分けて回答してもらった。図に

は，よく行う，時々行うと回答した世帯割合を示してい

る。A 町では，食品を使い切るか，家電製品を修理し

て使うかという質問で，住宅部と農村部に 2倍以上の差

がみられた。農村部では高齢者の一人暮らしや 2人暮ら

しの世帯が多く，家電製品の修理など，手間のかかる行

関 戸 知 雄・土 手 裕・吉 武 哲 信
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* は住宅部と農村部間で有意差 1 %の有意差があることを示す

図 7 1 人あたり排出ごみ袋数調査結果

図 8 ごみ自家処理の有無 図 9 ごみの自家処理方法世帯割合



為は敬遠されている可能性がある。また，詰替用製品の

購入，お茶などの飲料水を自分で作る，買い物袋を断る

の項目は，半数以上の世帯が実施していた。一方 B町

では，住宅部では買い物袋を断る世帯が農村部に比べて

大きいという違いがみられた。

A町と B町で大きく異なったのは，買い物袋を断る，

家電を修理して使用する，リターナブル瓶を使用する，

の 3 項目であり，いずれも A 町の世帯割合の方が高

かった。したがって，ごみを減らす行為を行っている世

帯は，A町の方が高いといえる。

3. 4 可燃ごみ排出原単位の推定

アンケート調査で得られた可燃ごみ袋排出個数とごみ

袋重量調査の結果から，1人あたり可燃ごみ排出量を計

算した。計算にあたっては，自家処理を行っている世帯

と行っていない世帯，および住宅のタイプ (庭付き一戸

建て住宅，庭なし一戸建て住宅，集合住宅) ごとに人口

割合およびごみ排出量を分け，それぞれを合計した。ご

み袋あたり重量は，住宅タイプ別の数値がないため，住

宅のタイプによらず一定であると仮定した。その結果，

A町では約 322 g/人/日，B町では約 592 g/人/日と推

定され，約 1.8倍の差がフィールド調査の結果からも示

された。図 1 の可燃ごみ発生量統計値 (A町 270 g/人/

日，B町 591 g/人/日) と比べると，A町は約 1.2倍，B

町は約 1.0倍となり，A町では本研究による推定値の方

が大きくなった。さらに精度の高いデータとするために

は，各戸ごとのごみ袋重量測定など，より詳細な調査と

ともに，事業系ごみの混入についても考慮する必要があ

ると考えられ，今後の検討課題とする。

4．数量化理論 I類による可燃ごみ排出原単位

に対する影響要因分析

4. 1 説明変数の選定

説明変数となるアイテムを表 4 に示す。ごみ発生抑制

に関する行動調査からは，変数選択を行った結果，4項

目についてアイテムとして含めた。数量化理論 I 類では，

アイテム間に強い相関がみられると多重共線性の問題か

ら結果の信頼性が低くなる。本研究ではあらかじめアイ

テム間の重相関係数を計算し，分散拡大係数 (VIF=1/

(1−r2)，rは重相関係数) を計算した。その結果，VIF

は最大でも 1.5と小さく，各アイテムを説明変数として

用いることができることを確認した。アンケート回答で

は，「職業」に対して複数回答を可としたが，そのほと

んどは農業と会社員等の組み合わせであったため，解析

の際はこのサンプルを農業等として扱った。また，畜産

業は農業等に含めた。飲食店・卸売業は，自宅以外で仕

事をしていると考え，会社員等に含めた。度数が 2以下

のカテゴリーは，数値の信頼性に問題があると考えデー

タを除いて解析を行った。

4. 2 数量化理論 I類分析結果

各カテゴリースコア (以下，スコアと呼ぶ) の計算結

果を表 5に示す。A町住宅部および農村部を A1, A2 と

し，B町住宅部および農村部を B1, B2 とする。スコア

地方小都市におけるごみ排出実態調査と原単位に影響する要因
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ａ: 食品を使い切る，ｂ: 包装紙を断る，ｃ: 詰め替え製品を買う，
ｄ: お茶など飲料水は自分で作る，ｅ: 買い物袋を断る，ｆ: リ
ターナブル瓶でビール等購入する，ｇ: 家電製品は修理して使う，
ｈ: スーパーではなく小売店で買い物する

図 10 ごみ発生抑制に対する行動調査結果

職業

1人，2〜3 人，4〜5人，6人以上世帯人数

はい，いいえ食品を使い切るように努力する

はい，いいえ包装紙を断る

はい，いいえペットボトルを買わない

はい，いいえ家電をなるべく修理して使う

カテゴリアイテム

表 4 数量化理論Ｉ類解析に用いたアイテム

有，無自家処理

一戸建て庭付き，一戸建て庭なし，集合住宅住宅タイプ

農業等，漁業，会社員等，製造等，無職



が正の場合，そのカテゴリーは排出原単位を大きくする

要因となり，負の場合は小さくする要因となる。また，

レンジが大きいほど，そのアイテムの目的変数への影響

が大きいことを表す。

A2, B2 の重相関係数はそれぞれ 0.62, 0.73 と比較的

高いが，A1, B1 の重相関係数は 0.50, 0.53 とやや低い。

住宅部では農村部よりもごみの排出に影響を与える要因

が複雑で多様であることが理由として考えられる。つま

り，住宅部には排出原単位に影響を与える別な要因があ

ると考えられ，これを明らかにするためにはさらなる調

査が必要である。

表 5では，スコアの順位が大きい方および小さい方か

ら 6番目までを色で区別した。また，色の濃さはそれぞ

れ目的変数の平均値の ±0〜10%，±10〜20% および

±20%以上であることを示す。世帯人数および職業は

いずれのケースでもスコアが高く，原単位に影響を与え

る要因となっている。これらのアイテムは，基本的に容

易に変更できない特性であり，ごみ排出原単位の基礎と

なる値を決めていると考えられる。次に住宅タイプ，自

家処理のスコアをみると，A町は B町に比べてスコア

が低い傾向がある。このことは，B町では庭付きの家に

住み，家庭菜園等で生ごみをコンポストとして利用する

ことでごみ排出量を削減できる余地があることを示して

いる。発生抑制に関する 4つのアイテムでは，符号の違

いはあるが両町とも農村部に比べて住宅部で排出原単位

に対して影響を与えているカテゴリが少ないという共通

点がある。先に述べたように，住宅部では本研究で調査

した行動以外のライフスタイル (たとえば外食の頻度な

ど) が影響している可能性がある。

以下，各アイテムの結果について考察を行った。

4.2.1 自家処理の有無

自家処理を行っている世帯のスコアはいずれのケース

も負の値となった。これは，自家処理がごみ排出原単位

を小さくする要因であることを示している。A1 および

B1, B2 ではレンジが大きく，ごみ排出量への影響が大

きいといえる。

4.2.2 住宅タイプ

両町の「一戸建て庭付き住宅」のスコアはいずれの

ケースも正の値であり，排出原単位を大きくする要因と

なっていた。一方，「集合住宅」および B1 の「一戸建

て庭なし住宅」のスコアは負の値であった。自家処理は

庭での焼却や埋立によって行われていると考えられるた

め，この結果は矛盾するようにみえるが，庭ごみの発生

が関係していると考えられる。一戸建て庭付き住宅がほ

関 戸 知 雄・土 手 裕・吉 武 哲 信
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19−0.389761.01226−0.28547無職

0.590**

A 町農村部 (A2) B 町住宅部 (B1) B 町農村部 (B2)

*，** はそれぞれ 5 %， 1 %で偏相関係数に有意性があることを示す
， ， は目的変数 (原単位) の平均値に対してそれぞれ±0〜10%，±10〜20%，および±20%以上の値であることを示す

表 5 数量化理論Ｉ類解析結果

0.0914――1.3777製造

−0.678

0.53130.61540.4952重相関係数

A 町住宅部 (A1)

890.241420.15168会社員等

――

125143合計

0.7271

――――漁業

−0.293150.018

113−0.229108いいえ

67221

57

0.230**1.69

−0.31121農業等

職業

――0.52345

0.94
0.70835はい

家電を修理する
――0.001211−0.072

−0.19663集合住宅

0.436**1.20

0.52333

0.202**0.97

0.5827

0.236*1.30

0.284

85いいえ

――
――

0.0030.02
−0.02110

0.1270.75
0.68112

0.251**

―一戸建て庭なし住宅

−0.8338−0.05155−0.8273

買い物袋を断る
−0.085590.0911680.201820.089

住宅タイプ ――−0.84051―――

0.71
0.6298

0.1060.38
−0.28953

0.1720.58
−0.38443

0.0770.22
−0.13158はい

0.95

0.11359

0.281**1.24

0.397115

0.0770.85

0.020122

0.0970.35

0.15580一戸建て庭付き住宅

59−0.067192−0.1971050.062120いいえ

0.227

330.1071720.016510.21694無

0.276*

0.51
0.44529

0.265**1.23
1.03220

0.0950.39
−0.32323はい

包装紙を断る
−0.072

0.48
−0.37649

0.0080.03
−0.01174

0.176*0.63
−0.41549有

自家処理
0.326

185−0.002112−0.075106いいえ

−0.2090.60
0.5328

0.116

度数偏相関レンジスコア度数偏相関レンジスコア度数カテゴリアイテム

0.313*0.64
−0.31634

0.125

0.02
0.01713

0.0840.29
0.21537はい

食品を使い切る努力
0.117560.135

偏相関レンジスコア度数偏相関レンジスコア

25−0.988165人以上

0.269*0.71
−0.59411

0.203**0.83
−0.69536

0.004

−0.510493,4 人

−0.87911−1.54421−1.670

572 人

−0.73118−0.72175−0.91926
世帯人数

0.399310.303930.208550.243
2.37

1.4927

0.481**3.37

1.82132

0.549**4.52

2.85319

0.410**2.27

1.281211 人



とんどである農村部においてもすべての世帯が庭木の焼

却 (図 9の紙・木焼却) を行っているわけではなく，焼

却を行っていない世帯は発生した庭ごみを可燃ごみとし

て排出している。このため両町とも庭付き住宅のスコア

が高くなったと考えられる。さらに，両町の一戸建て庭

付き住宅のスコアを比べると，B町の方が A町より高

くなっている。アンケート結果から一戸建て庭付き世帯

のうち，庭木の焼却を行っている世帯割合を住宅部と農

村部の世帯割合を考慮して計算すると，A町で 42%，B

町で 20%となった。したがって，A町の方が庭ごみを

自家処理している世帯が B町より多いため，スコアが

B町の方が高くなったと考えられる。このことは可燃ご

みの組成調査で A町の方が草・木類の割合が小さかっ

たことと整合性が取れており，両町の可燃ごみ排出原単

位の差の要因であると考えられる。A1, A2 では偏相関

係数は有意ではないが，B1, B2 の住宅タイプは有意な

相関があり，排出原単位に対して影響がある。

4.2.3 職 業

両町とも偏相関係数に有意性があり，レンジも比較的

大きいことから，排出原単位への影響が強いといえる。

B町では，「農業等」，「漁業」のスコアがともに正の値

となっており，農業や漁業で発生する廃棄物の可燃ごみ

への混入が示唆されるものの，スコアに大きな差は見ら

れなかった。しかし，「農業等」は A1 が，「会社員等」

は B2 が他のケースとスコアの正負が異なり，この原因

についてはさらに調査が必要である。「無職」のスコア

は両町とも負の値となり共通している。無職世帯の大半

は高齢者で，物や食品の購入量が低いため排出される廃

棄物量も小さいと考えられる。

4.2.4 世帯人数

両町ともレンジが大きく，偏相関係数も 1%で有意性

があり，排出原単位に大きく影響を与えていた。特に，

3人以上の世帯ではスコアが負となり，排出原単位が減

少する要因であった。3.3.1 で述べたように，A町は B

町より世帯あたり人数が大きく，排出原単位を小さくし

ている原因の一つであると考えられる。

4.2.5 ごみ発生抑制に関する行動

｢食品を使い切る」に関して，A1 およびA2 のレンジ

は小さく，偏相関係数も有意でないことから，このアイ

テムが排出原単位に影響を与えていないことがわかる。

一方 B1, B2 は偏相関係数が有意であり，食品を使い切

ることで可燃ごみ量が減少していた。「包装紙を断る」

に関して，A2 のみ排出原単位に対して有意であり，さ

らに断っている世帯のスコアが正の値となったが，包装

紙自体の可燃ごみ排出原単位に対する寄与は小さいと考

えられるため別な要因が働いている可能性がある。「買

い物袋を断る」は，B2 以外はスコアが負であり可燃ご

みの減量に寄与している可能性もあるが，レンジあるい

は偏相関係数が小さく，影響は明確ではない。「家電を

修理する」は，A 町では「はい」と答えた世帯のスコ

アが正となった。家電製品の修理は直接可燃ごみ排出量

に影響を与えないと考えられるが，たとえば家電を修理

して使うようなものを大事にする人は，消耗品や使い捨

て商品はすぐに廃棄してしまう傾向があるなど，別な行

動との関係がある可能性がある。

5．ま と め

地方小都市である A町と B町で，ごみ排出原単位が

大きく異なる可燃ごみについてフィールド調査を行った。

両町は自家処理を行っている人口割合や可燃ごみ袋あた

りの重量が異なることがわかった。また，1人あたりの

ごみ袋排出量および袋あたりの重量は，A町の方が B

町よりも小さかった。フィールド調査より得られた数値

から可燃ごみ排出原単位を計算したところ，B町の方が

A町よりも約 1.8倍大きくなることが示された。

数量化理論 I 類を用いた解析により，可燃ごみ排出原

単位に影響する要因は両町で異なっていることが明らか

になった。特に庭ごみなどの自家処理が可燃ごみ排出原

単位の差に寄与していることがわかった。ごみ発生抑制

に対する行動は，A町の方が B町よりもやや高いこと

が示されたが，数量化理論 I 類による解析では可燃ごみ

排出原単位に対する効果は両町で異なり，その影響は明

確ではなかった。また，住宅部は農村部よりも影響を与

える要因が多様であり，今後の検討課題である。

以上より，ごみの排出抑制のためには地方小都市の特

徴を生かして，庭などがある家では家庭菜園を行い生ご

みを堆肥として用いる等，積極的に自家処理を進めるこ

とが効果的である。B町のように庭ごみの可燃ごみへの

排出割合が高い自治体は，堆肥等の原料として草・木類

を回収・資源化することで，可燃ごみ処理量を削減でき

る余地があるだろう。
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Abstract

This study presents factors influencing household waste generation per capita in two local towns. Points

such as household waste composition, trash-bag weight, frequency of waste discharge and social behaviors

related to waste reduction were investigated using a field survey and questionnaire. Combustible household

waste became the main focus for this study due to its significant contribution to total household waste volume.

Factors such as ratio of self-disposal, weight of discharged household waste and waste-bag discharge totals

per day per capita were found to vary between the two towns. A difference of approximately 1.8 times the

estimated amount of combustible household waste generation per capita between the two towns was

revealed. Influencing factors on household waste generation per capita in these towns were investigated

using the quantification theory type I. It was found that self-disposal, the number of people per household and

occupation influenced the generation of household waste. In particular, self-disposal of yard waste signifi-

cantly influenced this difference in waste generation between the two towns. In order to further reduce

waste generation in local towns, food and yard waste composting at the home is effective.

Keywords : waste generation per capita, questionnaire, quantification theory type I, combustible waste, local

towns
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